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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第88期
第２四半期
連結累計期間

第89期
第２四半期
連結累計期間

第88期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

営業収益 （千円） 8,648,051 9,397,873 18,677,027

経常利益 （千円） 557,522 1,005,205 2,064,417

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 326,520 638,786 1,345,681

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 326,520 638,786 1,345,681

純資産額 （千円） 22,051,397 23,456,398 22,943,983

総資産額 （千円） 27,011,654 28,566,190 27,961,441

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 58.13 113.73 239.59

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 81.6 82.1 82.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 282,070 1,176,765 2,242,390

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,269,814 △471,120 △2,096,663

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 258,843 △184,418 △364,262

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,102,485 3,134,077 2,612,850

 

回次
第88期
第２四半期
連結会計期間

第89期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.81 50.16

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国の政策運営や北朝鮮情勢などの不透明感を下振れ要因と

して抱えつつ、景気の緩やかな回復基調が続きました。企業収益の改善を背景に設備投資は持ち直しました。ま

た、雇用・所得情勢の堅調な推移と消費者マインドの持ち直しを背景に、個人消費も緩やかに回復しました。

葬祭市場においては、故人や喪主の高齢化に加え、地域社会や職場の人間関係の希薄化等の影響もあり会葬者数

は減少傾向にあります。また、消費者の価値観・嗜好の多様化が葬儀の形態や費用のかけ方に反映される傾向が強

まっています。

また、長期にわたる安定的な葬儀需要の拡大が見込まれることから、葬儀事業者による葬儀会館の新規出店や、

葬儀紹介業者によるインターネットを通じた集客など、事業者間の激しい競争が続いています。特に低価格・簡易

型葬儀の分野における事業者間競争が、葬儀施行単価の下落傾向に拍車をかけています。

以上のような環境変化をふまえ、現在、中期経営計画（平成28年４月～平成31年３月）の主要テーマの一つとし

て、葬儀事業の積極的な営業エリアの拡大に努めており、平成29年８月に「公益社　東久留米会館」（東京都東久

留米市）をオープンしました。

また、基盤整備の一環として、築年数の経過した大規模会館を中心に会館リニューアルを進め、平成29年８月に

「公益社　枚方会館」（大阪府枚方市）を新築リニューアル（建替え）オープンしました。

新規事業への取り組みについては、リハビリ特化型デイサービスなどの介護事業を展開するＪＲ西日本グループ

の「ポシブル医科学株式会社」（本社　大阪府東大阪市）の支援・指導を受け、平成30年２月に事業所を開設する

予定であります。

 

当第２四半期連結累計期間においては、グループの全葬儀施行件数が、㈱公益社を中心に前年同四半期（以下、

前年同期）と比べて10％弱伸長したため、営業収益の中核である葬儀施行収入は前年同期比10.1％の増収となりま

した。

費用については、新築リニューアル計画に伴う耐用年数の見積り変更による減価償却費が減少しました。一方、

営業収益の増加に伴う直接費の増加以外にも、人員の確保や会館数の増加を背景に人件費、地代家賃が増加したほ

か、拡大する営業エリアで同業他社との競争の中で集客するために、広告宣伝費が増加しました。この結果、営業

費用が前年同期比4.3％増加しました。

販売費及び一般管理費は、前期計上したのれん償却額69百万円がなくなったことにより、前年同期比9.5％減少

しました。

また、営業外収益については前年同期に計上した、新築リニューアルに伴う旧会館の解体撤去費用の見積り金額

の変更に基づく、移転損失引当金戻入益60百万円の計上がなくなりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の営業収益は93億97百万円となり、前年同期比8.7％の増収となりまし

た。また、営業利益は10億５百万円（前年同期比99.2％増）、経常利益は10億５百万円（前年同期比80.3％増）、

親会社株主に帰属する四半期純利益は６億38百万円（前年同期比95.6％増）と増益となりました。

 

セグメント別の業績は次の通りです。

① 公益社グループ

公益社グループの中核会社である㈱公益社では、既存店の件数の伸びに、平成28年４月以降に開設した６つの新

規会館の効果が加わり、関西圏、首都圏の一般葬儀の件数が伸長しました。また、首都圏の大規模葬儀（金額５百

万円超の葬儀）の件数も伸長しました。とりわけ、首都圏では葬儀施行件数が、前期同期比20％超の増加となりま

した。前中期経営計画開始（平成26年３月期）以降の、新規出店による営業エリアの拡大および集客チャネルの多

様化への取り組みが奏功したものと考えられます。その結果、全体の葬儀施行件数は前年同期比11.5％の増加、葬

儀施行収入は前年同期比8.9％の増収となりました。

葬儀に付随する販売やサービス提供においては、返礼品販売収入、仏壇仏具販売収入、手数料収入が、いずれも

前年同期比増収となりました。

費用については、営業収益の増加に伴う直接費の増加以外に、人員増による人件費の増加、集客力強化のための

広告宣伝費の増加、新規出店に係る経費の増加、さらに人材強化のため外部研修実施による教育費の増加等によ

り、営業費用は前年同期比増加しました。

この結果、当セグメントの売上高は77億87百万円（前年同期比7.6％増）となり、セグメント利益は４億21百万

円（前年同期比91.7％増）となりました。
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② 葬仙グループ

葬仙グループの㈱葬仙においては、平成28年８月「葬仙　米子葬祭会館」の全面改装オープンによる集客力の向

上により、主に米子エリアで葬儀施行件数が伸長し、全体では前年同期比0.7％の増加、葬儀施行単価も上昇した

ため、葬儀施行収入は前年同期比4.8％の増収となりました。

費用については、米子葬祭会館の前期改装工事およびオープンに係る一過性の消耗備品費、広告宣伝費等がなく

なる一方、同会館に係る地代家賃が増加したことにより、営業費用は前年同期比増加しました。

この結果、当セグメントの売上高は６億42百万円（前年同期比3.2％増）となり、セグメント損失は19百万円(前

年同期は28百万円の損失）となりました。

 

③ タルイグループ

タルイグループの㈱タルイにおいては、「タルイ会館　大蔵谷」（平成28年７月新築リニューアルオープン）、

「タルイ会館　西明石」（平成29年１月新規オープン）の効果により、葬儀施行件数が前年同期比6.0％増加し、

葬儀施行単価が、大規模葬儀（金額５百万円超の葬儀）の増加および提案力の強化により上昇した結果、葬儀施行

収入は前年同期比26.5％の増収となりました。

費用については、営業収益の増加に伴う直接費の増加以外に、人員増に伴う人件費の増加、地代家賃の増加によ

り、営業費用は前年同期比増加しました。

この結果、当セグメントの売上高は７億91百万円（前年同期比25.6％増）となり、セグメント利益は１億40百万

円（前年同期比169.8％増）となりました。

 

④ 持株会社グループ

持株会社グループの燦ホールディングス㈱においては、子会社からの配当金収入が２億70百万円減少したことに

より減収となりました。

費用については、新規会館に係る地代家賃が増加する一方、新築リニューアル計画に伴う耐用年数の見積り変更

による減価償却費が減少したため、営業費用は前年同期比減少しました。

この結果、当セグメントの売上高は27億37百万円（前年同期比7.6％減）となり、セグメント利益は11億92百万

円（前年同期比13.9％減）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より５億21百万円増加し、31億34

百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と増減要因は次のとおり

です。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは11億76百万円の増加（前年同期は２億82百万円の増加）となりました。

税金等調整前四半期純利益10億２百万円、減価償却費４億30百万円、法人税等の還付額１億45百万円を主な源泉

として資金が増加したのに対して、資金の主な減少要因は、法人税等の支払額３億79百万円、仕入債務の減少額

１億28百万円があったためです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは４億71百万円の減少（前年同期は12億69百万円の減少）となりました。

主な要因は有形固定資産の取得による支出４億53百万円により資金が減少したためです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは１億84百万円の減少（前年同期は２億58百万円の増加）となりました。

主な要因は配当金の支払額１億26百万円により資金が減少したためです。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営上の目標の達成状況を判断するための客観

的な指標等について重要な変更はありません。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。
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①　基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値

ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考え

ております。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場合、その判断は最終的には株主の皆様の意思に基づ

き行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社

の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的、態様等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式

の大量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報

を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉

を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社では企業価値の確保・向上に努めておりますが、当社グループの企業価値は、人材力、専用施設、運営ノ

ウハウ、商品・サービス要素の調達力、商品開発力、企画運営力などをその源泉としております。当社株式の大

量買付を行う者が当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗を

することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

 

②　基本方針実現のための取組みの具体的な内容

ア　基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、当社の企業価値を向上し、上記基本方針を実現するため、従来から葬祭サービスの質の向上に飽くこ

とのない取組みを続けてまいりました。

平成21年４月には、予想される社会環境、顧客及び競合の変化をふまえ、当社グループの将来あるべき姿を

「10年ビジョン」として定め、同時に創業以来大切にしてきた価値観と将来への思いを結晶化し、社員の価値判

断の基軸とするとともにグループの求心力の核として、経営理念を再定義いたしました。その経営理念とは、

「私たちは、大切な人との最後のお別れを尊厳あるかたちでお手伝いします。そして、それにとどまらず、人生

のマイナスからプラスへのステップを支える最良のパートナーを目指します。」であります。

また、当社グループには、創業85年の歴史に裏付けられた知識と経験があり、それらを「人」を通じて葬祭

サービスとして体現しています。お客様のご家族の状況や要望を把握し、オーダーメイドできる知識、経験、対

応力に富んだプロフェッショナル人材を多数有することこそが、当社グループのコア・コンピタンス、すなわち

競合他社に対する持続的優位性であると考えております。

儀式やサービスを通じて故人を尊厳あるかたちでお送りし、遺族の悲しみをケアするといった葬儀本来の役割

を認識した上で、①個々のお客様に応じてカスタマイズされた「ホスピタリティサービス」を提供すること、②

お客様の変化を察知し新たな葬儀スタイルを提案することが、時代の変化に対応するために求められていると考

えております。

したがって、企業価値向上への取り組みとして、社員が自分の仕事にやりがいを見出し、誇りと安心感をもっ

て働ける環境づくりが必要であると考えており、その一環として、平成24年４月に新人事制度を導入いたしまし

た。さらに、現場の主体性を重視し、権限委譲を進めることにより、社員の高い内発的動機に裏打ちされた「ホ

スピタリティサービス」すなわち、個々のお客さまに応じた質の高い葬祭サービスの提供を目指しております。

このように、従業員満足度の向上と顧客満足度の向上を実現することが、企業価値の向上を通じた社会への貢

献であり、ひいては株主の皆様共同の利益の確保・拡大に資するものと考えております。

企業価値向上のための方策に関しては、当社グループのビジョン（平成25年に見直し、その後平成28年に一部

改訂）に基づき、≪東西の大都市圏を中心とした営業エリアの拡大≫と≪ライフエンディングサービス業への進

化を目指した多角化≫による顧客価値の向上を基軸としております。

また、中期経営計画（平成28年度～平成30年度）においては、①サービス品質向上への体制の強化と仕組みの

構築、②葬儀事業の積極的な営業エリアの拡大、③ライフエンディングサポート事業の伸長、④新規事業創出へ

の本格的取組み、⑤基盤整備の完遂、⑥リスクマネジメントの強化、の６つの重点課題の達成に取り組んでまい

ります。
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当社は取締役会の監督機能を高めることにより、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を図るため、平成28

年６月開催の定時株主総会において、独立性の高い社外取締役２名を含む６名の取締役の体制となりました。ま

た、当社の監査役会は、独立性の高い社外監査役が過半数を占める構成となっており、各監査役は、取締役会等

の重要な会議に出席するなどして、取締役の職務執行状況を監査しております。

さらに当社は、取締役会が適正かつ効率的に業務執行に対する監督機能を発揮できるように「取締役会規程」

を定め、法令・定款に準拠して取締役会で審議する内容を定めております。また、執行役員制度を採用するとと

もに、「職務分掌・権限規程」を定め、各業務執行取締役及び執行役員が執行できる業務の範囲並びにその監督

体制を明確に定めております。

当社は、これらのことを進めることにより、企業価値の向上に努め、基本方針の実現に邁進しております。

 

イ　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

当社は、平成28年５月13日開催の取締役会において「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛

策）」を同一の内容で更新すること（以下、更新後のプランを「本プラン」といいます。）を決議し、本プラン

について株主の皆様のご意思を反映すべく、第87期定時株主総会において本プランについての当社株主の皆様の

ご承認をいただきました。

本プランは、当社の株券等に対する買付けもしくはこれに類似する行為又はその提案（当社取締役会が友好的

と認めるものを除き、以下「買付等」といいます。）が行われる場合に、買付等を行う者（以下「買付者等」と

いいます。）に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等を

行う時間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行う

こと等を可能とし、また、上記方針に反し当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止することに

より当社の企業価値・株主共同の利益を確保、向上させることを目的としております。

本プランは、買付等のうち、a.当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上とな

る買付等、又は、b.当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特

別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けを対象とします。当社は、当社の株券等について

買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、本プランに規定する手続を遵守する旨の誓約文言等を

記載した意向表明書の提出を求め、さらに買付内容等の検討に必要な情報の提出を求めます。その後、買付者等

から提出された情報や当社取締役会からの意見や根拠資料、代替案(もしあれば）等が、社外取締役、社外監査

役及び社外の有識者のいずれかに該当する者から構成される独立委員会に提供され、その判断を経るものとしま

す。独立委員会は、外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の検討、当社取締役会の提示した代替案の

検討、買付者等との協議・交渉、株主の皆様に対する情報開示等を行います。

独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、その他買付者等の買付等の内容の

検討の結果、当該買付等が当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等

である場合等、本プランに定める要件に該当し、新株予約権の無償割当て等を実施することが相当であると判断

した場合には、独立委員会規則に従い、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当て等を実施することを勧

告します。また、予め当該実施に関して株主総会の承認を得るべき旨を勧告することもできるものとします。

新株予約権の無償割当てを実施する場合の新株予約権には、買付者等による権利行使が認められないという行

使条件、及び当社が買付者等以外の者から当社株式等と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条

項が付されており、当該買付者等以外の株主の皆様は、原則として、新株予約権１個あたり１円を下限として当

社株式の１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で当社取締役会が別途定める価額を払い込むこ

とにより、新株予約権１個につき１株の当社普通株式を取得することができます。

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当て等の実施もしくは不実施又は

株主総会招集等の決議を行うものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の概

要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。

本プランの有効期間は、第87期定時株主総会終結の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結の時までとしています。

ただし、有効期間の満了前であっても、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合に

は、本プランはその時点で廃止されることになります。

本プラン導入後であっても、新株予約権無償割当て等が実施されていない場合、株主の皆様に直接具体的な影

響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主の皆

様が権利行使期間内に、金銭の払込その他新株予約権行使の手続を行わないと、他の株主の皆様による新株予約

権の行使により、その保有する株式の価値が希釈化される場合があります（ただし、当社が当社株式を対価とし

て新株予約権の取得を行った場合、保有する当社株式１株当たりの価値の希釈化は生じますが、原則として買付

者等以外の株主の皆様が保有する当社株式全体の価値の経済的な希釈化は生じません。）。

なお、本プランの詳細は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.san-hd.co.jp/files
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/news/management/160513_1.pdf）に掲載する平成28年５月13日付プレスリリースにおいて開示されておりま

す。

 

③　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

「②ア」に記載した企業価値向上への取組み及びコーポレート・ガバナンス強化のための取組みは、当社の企

業価値・株主共同の利益を継続的かつ安定的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、その

内容も、前記のとおり、飽くことのない品質向上、人的及び物的資産の拡充等を含む合理的なものであり、か

つ、コーポレート・ガバナンス強化・充実にも配慮された公正なものであることから、まさに当社の基本方針に

沿うものであって、企業価値・株主共同の利益に資するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とする

ものではありません。

また、「②イ」に記載した本プランは、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の

決定が支配されることを防止するための取組みを具体化するものとして、企業価値・株主共同の利益を確保、向

上させる目的をもって導入されたものであり、第87期定時株主総会において株主の皆様にもご承認いただいてお

ります。その内容も、合理的な客観的要件が設定されている上、その発動にあたっては、社外取締役、社外監査

役及び社外の有識者のいずれかに該当する者によって構成される独立委員会の判断を経ることが必要とされてお

り、独立委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることもできることになっております。加えて発動にあ

たって株主総会決議により株主の皆様のご意思を反映することもできることになっております。また、その有効

期間は第87期定時株主総会終結の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の

終結の時までとされており、その期間途中であっても当社取締役会によりいつでも廃止できるものとされていま

す。

従って、本プランは、公正性・客観性が担保されており、当社の基本方針に沿うものであって、企業価値・株

主共同の利益に資するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,000,000

計 21,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,082,008 6,082,008
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 6,082,008 6,082,008 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
― 6,082,008 ― 2,568,157 ― 5,488,615
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（６）【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－

11　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

513 8.44

株式会社公益社（京都）
京都市中京区烏丸通六角上る　　　　　　

饅頭屋町608　　　　　　　
285 4.70

銀泉株式会社
東京都千代田区九段南３丁目９－

15　　　　　　　　　　　
279 4.60

久後　豊子 大阪府吹田市 177 2.91

久後　陽子 大阪府吹田市　　　　　　　　　 159 2.63

久後　吉孝 神戸市中央区　　 159 2.63

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 144 2.37

久後　隆司 大阪府吹田市 141 2.33

播島　幹長 奈良県北葛城郡河合町 136 2.25

小西　光治 大阪市阿倍野区 117 1.94

計 ― 2,115 34.78

 （注）１　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　 　 513千株

２　上記のほか当社所有の自己株式465千株（7.65％）があります。

３　株式会社公益社（京都）は、当社子会社と同名の、本社を京都市に置く葬祭会社でありますが、当社グルー

プとは出資、人事等の関係はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　465,500
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　5,614,800 56,148 ―

単元未満株式 普通株式　　　　1,708 ― ―

発行済株式総数 　　6,082,008 ― ―

総株主の議決権 ― 56,148 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が1,900株（議決

　　　　権19個）含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名　　
又は名称

所有者の住所
自己名義　　　
所有株式数
（株）

他人名義　　　
所有株式数
（株）

所有株式数　　
の合計　　
（株）

発行済株式総数
に対する所有　
株式数の割合
(％)

 （自己保有株式）

 燦ホールディング

 ス株式会社

 大阪市中央区北浜

 二丁目６番11号
465,500 ― 465,500 7.65

計 ― 465,500 ― 465,500 7.65

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,612,850 3,134,077

営業未収入金 601,233 539,953

商品及び製品 94,999 92,529

原材料及び貯蔵品 41,352 38,604

その他 558,844 481,699

貸倒引当金 △718 △629

流動資産合計 3,908,561 4,286,235

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１ 8,451,213 ※１ 9,047,054

土地 12,318,828 12,344,809

リース資産（純額） 318,283 394,768

その他（純額） ※１ 720,779 ※１ 282,177

有形固定資産合計 21,809,105 22,068,810

無形固定資産 122,183 115,055

投資その他の資産   

長期貸付金 271,418 262,507

不動産信託受益権 517,630 541,967

差入保証金 663,600 670,292

その他 686,279 638,537

貸倒引当金 △17,338 △17,216

投資その他の資産合計 2,121,590 2,096,088

固定資産合計 24,052,879 24,279,955

資産合計 27,961,441 28,566,190
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 810,925 682,109

短期借入金 ※２ 15,000 ※２ 15,000

1年内返済予定の長期借入金 21,192 170,992

リース債務 83,522 96,609

未払法人税等 255,914 179,157

賞与引当金 401,717 374,228

役員賞与引当金 36,836 15,589

移転損失引当金 18,000 500

設備未払金 22,366 176,177

その他 624,518 760,034

流動負債合計 2,289,993 2,470,398

固定負債   

長期借入金 1,115,414 955,018

リース債務 260,933 329,765

厚生年金基金解散損失引当金 690,837 690,837

退職給付に係る負債 147,918 155,139

資産除去債務 272,807 274,695

その他 239,552 233,936

固定負債合計 2,727,464 2,639,393

負債合計 5,017,458 5,109,792

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,568,157 2,568,157

資本剰余金 5,488,615 5,488,615

利益剰余金 15,900,755 16,413,171

自己株式 △1,013,546 △1,013,546

株主資本合計 22,943,983 23,456,398

純資産合計 22,943,983 23,456,398

負債純資産合計 27,961,441 28,566,190
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業収益 8,648,051 9,397,873

営業費用 7,418,088 7,736,263

営業総利益 1,229,962 1,661,610

販売費及び一般管理費   

役員報酬 92,720 82,852

給料 189,842 179,071

賞与 9,499 12,296

賞与引当金繰入額 36,390 35,936

役員賞与引当金繰入額 15,096 15,589

貸倒引当金繰入額 4,206 △71

のれん償却額 69,256 －

減価償却費 11,215 16,749

その他 296,602 313,210

販売費及び一般管理費合計 724,830 655,635

営業利益 505,131 1,005,974

営業外収益   

受取利息 2,155 2,054

受取配当金 4 4

移転損失引当金戻入益 60,418 －

雑収入 19,335 8,151

営業外収益合計 81,913 10,209

営業外費用   

支払利息 5,746 5,181

雑損失 23,775 5,796

営業外費用合計 29,522 10,978

経常利益 557,522 1,005,205

特別利益   

固定資産売却益 91 －

投資有価証券売却益 391 －

特別利益合計 483 －

特別損失   

固定資産除却損 174 2,722

特別損失合計 174 2,722

税金等調整前四半期純利益 557,831 1,002,482

法人税、住民税及び事業税 125,652 302,651

法人税等調整額 105,657 61,045

法人税等合計 231,310 363,696

四半期純利益 326,520 638,786

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 326,520 638,786
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 326,520 638,786

その他の包括利益   

その他の包括利益合計 － －

四半期包括利益 326,520 638,786

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 326,520 638,786

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 557,831 1,002,482

減価償却費 502,900 430,847

のれん償却額 69,256 －

有形固定資産除却損 174 2,722

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,206 △210

賞与引当金の増減額（△は減少） △50,710 △27,488

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △19,464 △21,246

移転損失引当金の増減額（△は減少） △111,068 △17,500

受取利息及び受取配当金 △2,159 △2,058

支払利息 5,746 5,181

投資有価証券売却損益（△は益） △391 －

有形固定資産売却損益（△は益） △91 －

売上債権の増減額（△は増加） 76,437 61,279

たな卸資産の増減額（△は増加） 14,530 5,217

仕入債務の増減額（△は減少） △150,957 △128,816

未払消費税等の増減額（△は減少） △74,971 21,416

その他 △96,872 84,408

小計 724,395 1,416,238

利息及び配当金の受取額 478 18

利息の支払額 △5,658 △5,164

法人税等の支払額 △485,143 △379,453

法人税等の還付額 47,998 145,127

営業活動によるキャッシュ・フロー 282,070 1,176,765

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,438,490 △453,642

有形固定資産の売却による収入 91 －

無形固定資産の取得による支出 △2,148 △5,850

投資有価証券の売却による収入 391 －

貸付金の回収による収入 188,018 3

保険積立金の解約による収入 6,945 －

その他の収入 12,689 1,297

その他の支出 △37,312 △12,928

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,269,814 △471,120

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 400,000 －

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △90,598 △10,596

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △38,226 △47,451

配当金の支払額 △112,332 △126,370

財務活動によるキャッシュ・フロー 258,843 △184,418

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △728,900 521,226

現金及び現金同等物の期首残高 2,831,386 2,612,850

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,102,485 ※ 3,134,077
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産について、取得価額から控除した圧縮記帳額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

建物 10,404千円 10,404千円

その他（工具、器具及び備品） 4,037 4,037

計 14,441 14,441

 

※２　コミットメントライン契約（特定融資枠契約）

　資金調達の機動性確保並びに資金効率の向上を目的として、３金融機関との間でコミットメントライン契

約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

コミットメントの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 － －

差引額 1,000,000 1,000,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日）

　現金及び預金勘定 2,102,485千円 3,134,077千円

　預入期間が３か月を超える定期預金 － －

　現金及び現金同等物 2,102,485 3,134,077
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 112,332 20.0 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月11日

取締役会
普通株式 126,373 22.5 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 126,370 22.5 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月10日

取締役会
普通株式 134,795 24.0 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
公益社
グループ

葬仙
グループ

タルイ
グループ

持株会社
グループ

計

売上高        

外部顧客への

売上高
7,220,472 622,274 630,109 175,194 8,648,051 － 8,648,051

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

14,555 － － 2,788,245 2,802,801 △2,802,801 －

計 7,235,028 622,274 630,109 2,963,440 11,450,852 △2,802,801 8,648,051

セグメント利益

又は損失（△）
220,101 △28,766 52,157 1,384,811 1,628,304 △1,070,781 557,522

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 金額

持株会社が連結子会社から受

け取った配当金の相殺消去額
△1,000,000

のれん償却額 △69,256

債権債務の相殺消去に伴う貸

倒引当金の調整額
474

その他 △2,000

合計 △1,070,781

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
公益社
グループ

葬仙
グループ

タルイ
グループ

持株会社
グループ

計

売上高        

外部顧客への

売上高
7,773,785 642,049 791,134 190,905 9,397,873 － 9,397,873

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

14,086 － 20 2,546,615 2,560,722 △2,560,722 －

計 7,787,871 642,049 791,154 2,737,520 11,958,596 △2,560,722 9,397,873

セグメント利益

又は損失（△）
421,852 △19,767 140,737 1,192,392 1,735,215 △730,009 1,005,205

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 金額

持株会社が連結子会社から受

け取った配当金の相殺消去額
△730,000

債権債務の相殺消去に伴う貸

倒引当金の調整額
△9

合計 △730,009

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 58円13銭 113円73銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額　　

（千円）
326,520 638,786

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
326,520 638,786

普通株式の期中平均株式数（株） 5,616,609 5,616,476

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　－ 　－

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　第89期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）の中間配当については、平成29年11月10日開催の取締役会

において、平成29年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこ

とを決議いたしました。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　134,795千円

②　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　 24円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　 平成29年12月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
   
 

   平成29年11月３日

燦ホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 辻内　　章　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 南方　得男　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている燦ホールディン

グス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１

日から平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、燦ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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